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　水痘予防のための弱毒生水痘ワクチン（Oka 株）は、1974 年に高橋ら 1）によってわが国で開発され、
1985 年に WHO から弱毒生水痘ワクチンとして最も望ましい株であると認められた 2）。わが国では 1986
年 9 月に 1 歳以上の小児から成人に対する接種が認可されたが、任意接種であったため販売開始（1987 年）
から約 15 年間は 20% 前後の接種率で推移していた。その後、地方自治体の接種費用助成が進み接種率
は徐々に上昇し、2010 年には 50% を超えた 3）。しかし、この間に水痘患者報告数に大きな変化はみられ
ず、水痘流行を抑制するまでには至らなかった。一方、米国では既に 1996 年から本ワクチンの定期接
種が開始されており、ワクチン定期接種導入前後の疫学調査で本ワクチンの有効性が証明されている。
定期接種の導入により水痘患者が減少しただけでなく、重症の水痘患者および水痘による死亡例が激減
した 4）。しかしながら、その後の米国の成績を見ると、水痘患者の減少に伴いナチュラルブースター効
果が減弱したことによるワクチン接種後罹患（以下 breakthrough 水痘）例の増加が明らかとなった 5）。
　Breakthrough 水痘は発疹数も少なく軽症であるが感染源となるため、この成績を基に現在米国では 1
歳時と就学前の 5 ～ 6 歳頃に MMR ワクチンと同様に水痘ワクチンの 2 回接種が推奨されている。2 回
接種の導入により水痘の罹患率はさらに減少した。Shapiro らの報告では、米国における 2 回接種導入
後の感染防御効果は、1 回接種 86%、2 回接種 98.3% であった 6）。
　2014 年 10 月 1 日からわが国においても水痘は定期接種対象疾患（A 類疾病）となり、生後 12 ～ 36
か月に至るまでの児を対象に 2 回の定期接種が開始された（2014 年度は経過措置で生後 36 ～ 60 か月に
至る児にも 1 回接種）。定期接種化により、先行する米国同様の水痘患者数の抑制効果が期待された。実
際に国立感染症研究所、感染症疫学センターからの報告を見ても、2015 年以降水痘患者数は定期接種対
象年齢を中心に著明に減少している 7）（図 1）。水痘による入院症例は、2014 年 9 月（第 38 週）に全数届
出対象となり、2014 年第 38 週～第 52 週に報告された水痘入院症例は、0 ～ 1 歳が最も多かった。しか
しながら、定期接種化後、定期接種対象年齢であった 1 ～ 4 歳と、間接効果として 0 歳の報告数が減少
した 8）（図 2）。このような状況下における水痘ワクチン 2 回接種の感染防御効果を明らかにするため、
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図 1.  2008 〜 2018 年の水痘患者の定点当たり報告数
定期接種の開始から 5 週間後の 2014 年 45 週頃より報告数が激減している。
定期接種化前にみられた季節変化（冬から春に多く、夏に減少する）は 2015
年以降不明瞭になった。定点当たりの報告数は「報告数÷定点医療機関数」で
求めた数値である。
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最近我々は症例対照研究を実施した。その結果、日本における水痘ワクチンの感染防御効果は 1 回接種
76.9%、2 回接種 94.7%9）であった。2 回接種の感染防御効果は欧米諸国 10）と同等であり、現在実施され
ている定期接種スケジュールの妥当性が証明された。ただし、1 回接種だけでは感染防御効果は十分と
言えず、水痘制御のためにはあくまで二回接種の重要性を啓蒙してゆくことが大切である。
　水痘ワクチンの定期接種化に伴う患者数の減少は望ましい結果ではあるが、一方で定期接種対象から
漏れた年長児や成人の水痘患者数の占める割合が増えつつあることが問題となっている 11）。我々の施設
において、先の症例対照研究終了後に観察地域においてウイルス学的に確定診断された水痘患者を継続
的にモニタリングし、類似の疫学的推移をとらえている（未発表成績）。2015 年の調査開始後の患者累
積数を、年齢を基に定期接種対象者と対象外に分けてみると、先の感染症発生動向調査と同様に水痘罹
患者の中心が定期接種対象外の年長児に移行しつつあることがわかる（図 3）。よって、年長のより重

　  図 2.  24 時間以上入院した水痘例の全数サーベイランス報告例の年齢分布
水痘ワクチン定期接種化によって、1 ～ 2 歳の接種対象年齢層における入院数が
減少している。

　  図 3. 実験室診断された水痘患者における累積患者数の推移（定期接種対象群
と対象外群の比較）
水痘ワクチン定期接種化によって、1 ～ 2 歳の接種対象年齢層における入院数が
減少している。



-10-

症な水痘患者の発生を抑えるために、定期接種対象外の年長児へのキャッチアップ接種が極めて重要で
ある。また、ワクチン接種率上昇に伴い、ナチュラルブースター効果の減弱による breakthrough 水痘
や帯状疱疹の発症率上昇が懸念される。今後も引き続き水痘患者に加え帯状疱疹患者のモニタリングを
継続することで、VZV 感染症制御のための適切な予防接種施策が実施されることが望まれる。
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報告事項：
1）前回議事録の確認
　  前回議事録の確認を行い、承認した。

2）一般経過報告
　  事務局から 2017 年 12 月 1 日現在の会員数の現状を含む会員異動報告がされた。
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